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アフリカの現状と日本・アフリカ関係



国の数 ５３ヶ国【４８ヶ国】
（全世界の約28％【25%】）

人口 約9.25億人 【約7.5億人】
（全世界の約14％ 【約12％】）

面積 約3,000万km2

【約2,450万km2】

（全世界の約２２％ 【約１８％】）

ＧＤＰ（総額） 約9,540億ドル
【約6,422億ドル】

（全世界の約2.1％【約1.5％】）

【１人あたりＧＤＰ 約745ドル】
※【】内はサブサハラ・アフリカ

アフリカの国々アフリカの国々

（２００７年現在）

ｶｰﾎﾞｳﾞｪﾙﾃﾞ

ﾆｼﾞｪｰﾙﾓｰﾘﾀﾆｱ ﾏ ﾘ
ﾁｬﾄﾞ

ｽｰﾀﾞﾝ

ｺﾝｺﾞ(民)

ﾅﾐﾋﾞｱ

南ｱﾌﾘｶ

ﾎﾞﾂﾜﾅ

ｴﾁｵﾋﾟｱ

ｿﾏﾘｱ

ﾅｲｼﾞｪﾘｱｷﾞﾆｱ

ｴﾘﾄﾘｱ

中央ｱﾌﾘｶ

ﾏﾀﾞｶﾞｽｶﾙ

ﾀﾝｻﾞﾆｱ

ｶﾞﾎﾞﾝ

ﾌﾞﾙｷﾅﾌｧｿ

ｶﾞｰﾅ

ｼﾞﾝﾊﾞﾌﾞｴ

ｶﾒﾙｰﾝﾄｰｺﾞ ｳｶﾞﾝﾀﾞ
ｹﾆｱ

ﾓｻﾞﾝﾋﾞｰｸ

ﾚｿﾄ

ｽﾜｼﾞﾗﾝﾄﾞ

ｺﾝｺﾞ(共)

ｾﾈｶﾞﾙ

ｶﾞﾝﾋﾞｱ

ｼｴﾗﾚｵﾈ

ﾘﾍﾞﾘｱ

赤道ｷﾞﾆｱ

ｱﾝｺﾞﾗ

ﾙﾜﾝﾀﾞ

ﾌﾞﾙﾝｼﾞ

ﾏﾗｳイ

ｼﾞﾌﾞﾁ

ｻﾞﾝﾋﾞｱ

ｺｰﾄｼﾞﾎﾞﾜｰﾙ

ベナン

ｺﾓﾛ

ｻﾝﾄﾒ･ﾌﾟﾘﾝｼﾍﾟ

ｾーｼｪﾙ

ｷﾞﾆｱﾋﾞｻｳ

ﾓｰﾘｼｬｽ
日本国大使館のある国（２７カ国）

先方大使館が日本にある国（３５カ国）
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ナイジェリア
エチオピア

スーダン
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タンザニア
ウガンダ
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ガーナ
ブルキナ・ファソ
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チャド
モザンビーク
マダガスカル
ニジェール
マラウィ
ジンバブエ
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ギニア
トーゴ
ルワンダ
シエラレオネ
ブルンジ
ソマリア

モーリタニア
中央アフリカ
ガンビア
エリトリア
ギニアビサウ
リベリア
コンゴ（民）

コモロｻﾝﾄﾒ･ﾌﾟﾘﾝｼﾍﾟ

905以下低所得国

エジプトコンゴ（共）カメルーンレソトジブチ905-1,500

アルジェリア
モロッコ

チュニジア
アンゴラ

ナミビア
スワジランド

カーボベルデ
1,500-3,595

低中所得国

3,595-5,000

南アボツワナ
モーリシャス
ガボン

5,000-7,000

リビア赤道ギニアセーシェル7,000以上

高中所得国

7500万人～5000-7500万人2500-5000万人1000-2500万人500-1000万人100-500万人50-100万人０－50万人人口（千人、2006年）
一人当たりの
国民所得（USD,2006年)

一人当たりの国民所得：2007年世銀データ
人口：African Economic Outlook,2007

アフリカ諸国の人口と一人当たりの国民所得
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アフリカにおける主要地域機関の相関図アフリカにおける主要地域機関の相関図（２００７年８月現在）

南部アフリカ開発共同体
(SADC：ﾎﾞﾂﾜﾅ･ﾊﾎﾞﾛｰﾈ)
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チャド
ガボン

中部アフリカ諸国経済共同体
(ECCAS/CEEAC：ｶﾎﾞﾝ･ﾘｰﾌﾞﾙﾋﾞﾙ)
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(EAC：ﾀﾝｻﾞﾆｱ･ｱﾙｰｼｬ)
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ウガンダ

タンザニア

アラブ・マグレブ連合（UMA/AMU）

政府間開発機構
(IGAD：ｼﾞﾌﾞﾁ
共和国･ｼﾞﾌﾞﾁ)
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モロッコ チュニジア リビア

アフリカ連合(AU：ｴﾁｵﾋﾟｱ･ｱﾃﾞｨｽ･ｱﾍﾞﾊﾞ) 注）我が国未承認の西サハラを含む。モロッコは、84年OAU(AUの前身）首脳会議への西サハラの出席に抗議して脱退。
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エチオピア

カメルーン
コンゴ（共）
赤道ギニア

サントメ・プリンシペ

注：これ以外に、UEMOA（西アフリカ経済通貨同盟）、CEMAC（中部アフリカ経済通貨共同体、CEN-SAD（サヘル・サハラ諸国国家共同体）、SACU（南部アフリカ関税同盟）
がある。
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変わりつつあるアフリカ（平和の定着が進行している国）

シエラレオネ
・07年8、9月に大統領・国会議員選挙実施。9月17
日にコロマ大統領が就任。
・今後本格的二国間支援を再開。

ブルンジ
・選挙により05年8月にンクルンジザ
大統領が就任。
・06年6月、首都ブジュンブラ等を対
象として本格的な二国間ODAを再開
することを決定。

コンゴ（民）
・選挙により06年12月にカビラ大統領が就任。
・07年2月、首都キンシャサ等を対象として本格的な二
国間ODAを再開することを決定。

コンゴ共
・90年代には大統領選を巡って内戦が勃発した
が、05年以降反政府勢力との和平が進行中。
・06年10月の日コンゴ共外相会談で二国間協力
の再開に向けた措置をとる旨伝達。

ギニアビサウ
・選挙により05年10月にヴィエイラ
大統領が就任。
・二国間ＯＤＡは国際機関を通じた
小規模な支援や研修員の受入のみ。

リベリア
・選挙により06年1月にサーリーフ大統領が就任。
・ 07年2月に二国間経済協力の再開を表明。

スーダン
・05年1月に南北包括和平合意（CPA)
・05年4月、オスロ支援国会合で「当面1億ドルの支
援」を表明し、現在までに約1.4億ドルを拠出済み。

中央アフリカ
・選挙により05年6月にボジゼ大統領
が就任。
・06年5月二国間ODA再開を決定。

ルワンダ
・選挙により03年8月にカガメ大統
領が就任。
・04年本格的な二国間ODAの再
開を決定。

コートジボワール
・07年3月にワガドゥグ合意が成立、07年末から08
年初にかけて大統領選実施予定。
・経済援助は緊急人道支援や草の根無償、研修員
受け入れを除いて原則停止中。
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主要紛争地域の動向主要紛争地域の動向
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南北スーダン情勢
・２００５年の南北包括和平合意（CPA）により、
２０年以上に亘る南北間の内戦が終結。
・２０１１年までの暫定期間の後半を迎えるに当
たり、遅滞するCPAの履行進展が重要。
・南部による政権参加一時停止の表明等、和平
の展望は不明瞭。南北間の信頼醸成が急務。

ダルフール情勢
・０６年にダルフール和平合意（DPA)が署名さ
れるも、非署名派の武装闘争が継続中。人
道・治安状況は悪化。
・０７年７月、安保理決議１７６９で史上最大規
模の国連PKOを設置。右の早期展開が課題。
・DPA非署名派を包摂する停戦及び和平合意
に向け、国際社会の努力が継続中。

大湖地域情勢
・９０年代を通じた紛争の連鎖により、この地域で４
００万人を超える犠牲者。
・２００２年以降、和平プロセスが進展しており、国連、
ＡＵ等国際社会もこれを支援。
・他方、コンゴ（民）東部は依然不安定な状態にあり、
反政府勢力との武力衝突が散発している。

エチオピア・エリトリア情勢
・１９９３年にエリトリアがエチオピアより独立。
・９８～００年の大規模な武力衝突の後、和平
合意締結も、国境画定を巡り対立は継続。
・現在、特にエチオピア・エリトリア国境委員会
の国境裁定を巡り緊張が高まっており、大規模
な武力衝突の再発が懸念される。

ソマリア情勢
・９１年以来、無政府状態が継続。
・エチオピア軍が支援する暫定連邦政府（ＴＦＧ）が
イスラム法廷連合を退け、主要都市を制圧したが、
情勢は依然流動的。
・ＡＵソマリア平和維持部隊の展開が遅れており、
同部隊の増強の必要性が議論されている。
・今１０月、ＴＦＧ首相が辞任するなど、情勢は混沌
としている一方、国際社会の関心は低落傾向。

５



内乱・クーデタ後の選挙による政権成立内乱・クーデタ後の選挙による政権成立

（（20002000年以降）年以降）

９４年４月 ルワンダ大虐殺発生

９３年１０月 ブルンジで内戦勃発

９１年３月 シエラレオネで反政府軍武装蜂起、
内戦化

９９年４月 コモロ連合でクーデタ発生

９８年８月 コンゴ（民）で内戦勃発

９９年１２月 コートジボワールでクーデタ発生

０３年３月 中央アフリカでクーデタ発生

０３年９月 ギニアビサウで無血クーデタ発生

１９８９年８月 リベリアで内戦勃発

０５年８月 モーリタニアで無血クーデタ発生

２００６年４-５月 大統領選挙実施。サンビ大統領就任。

０３年８月 大統領選挙によりカガメ大統領再選。

０５年６月 PKO展開下で大統領選挙実施。ポジゼ大統領就任。

０５年８月 大統領選挙実施。ンクルンジザ大統領就任。

０５年５-６月 大統領選挙実施。同１０月、ヴィエイラ大統領就任。

05年11月 大統領選挙実施。翌1月、ジョンソン＝サーリーフ大統領就任★

06年7月及び10月 大統領選挙実施。同12月、ジョゼフ・カビラ大統領就任。

０７年３月 大統領選挙実施。同４月、アブダライ大統領就任。

０８年３月までに大統領選挙を実施予定。 ★

０７年９月 国連ＰＫＯ撤退後初の大統領選挙実施。コロマ大統領選出。

＜選挙による政権の成立＞

９７年 コンゴ（共）で内戦勃発

０２年３月 大統領選挙実施。サス・ンゲソ大統領就任。

＜内乱・クーデタの発生＞

０２年５月 大統領選挙によりカバ大統領再選 ★

★

★：国連PKO展開下での選挙
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【出典】「African Economy transformed by Firms; Expansion of South African and 
Chinese Firms (in Japanese) 企業が変えるアフリカ－南アフリカ企業と中国企業のアフ
リカ展開－」（平野克己著）より（UN(2006)及びFAO(2005)のデータから著者作成）

サブサハラ・アフリカの一人当たりＧＤＰの推移
近年ＧＤＰ成長率が著しい国

：石油・鉱物資源輸出に依存した経済成長を示す国（総輸出額に占
める石油・鉱物資源シェアが50％以上）

：堅実な成長努力が実を結びつつある国など

ｳｶﾞﾝダ
'05年 6.7%
'06年 5.4%
'07年 6.0%ｼｴﾗﾚｵﾈ

’05年 7.2%
’06年 7.4%
’07年 6.5%

ﾓｰﾘﾀﾆｱ
’05年 5.4%
’06年 13.9%
’07年 6.3%

ｽｰﾀﾞン
‘05年 7.9%
‘06年 12.1%
‘07年 11.3%

ｺﾝｺﾞ(民)
‘05年 6.5％
‘06年 6.5％
‘07年 6.2％

ｴﾁｵﾋﾟア
‘05年 8.7%
‘06年 5.9%
‘07年 6.3%

ﾀﾝｻﾞﾆｱ
'05年 6.8%
'06年 5.7%
'07年 6.8%

ﾓｻﾞﾝﾋﾞｰｸ
'05年 6.2%
'06年 7.9%
'07年 7.3%

ｱﾝｺﾞﾗ
’05年 20.6%
’06年 14.9%
’07年 26.9%

【注１】

【出典】 「African Economic Outlook」 (AfDB/OECD, 200７)

ﾌﾞﾙｷﾅ･ﾌｧｿ
’05年 7.1%
’06年 5.5%
’07年 5.4%

ｶﾞｰﾅ
‘05年 5.8%
‘06年 6.1%
‘07年 5.9%

ｶｰﾎﾞﾍﾞﾙﾃﾞ
’05年 5.8%
’06年 5.8%
’07年 6.5%

ｺﾝｺﾞ(共)
’05年 7.7%
’06年 6.8%
’07年 1.9%

赤道ｷﾞﾆｱ
'05年 6.0%
‘06年 0.4%
‘07年 9.4%

ﾁｭﾆｼﾞｱ
’05年 4.2%
’06年 5.8%
’07年 5.8%

ﾅｲｼﾞｪﾘｱ
’05年 6.5%
’06年 5.3%
’07年 7.0%

【注２】 ：04～06年のGDP経済成長率の平均が４％を超える国
（06年は推計値、07年は予測値）

エジプト
’05年 4.5%
’06年 6.8%
’07年 6.6%

マリ
’05年 6.1%
’06年 5.0%
’07年 4.8%

ルワンダ
’05年 6.0%
’06年 5.3%
’07年 5.7%

ケニア
’05年 5.8%
’06年 5.0%
’07年 5.3%

ボツワナ
’05年 8.4%
’06年 4.2%
’07年 4.3%

ｻﾞﾝﾋﾞｱ
’05年 5.1%
’06年 5.9%
’07年 5.8%

マラウィ
'05年 2.2%
'06年 8.4%
'07年 4.8%

05～07年のGDP経済成長率の平均が５％を超える国
（06年は推計値、07年は予測値）

変わりつつあるアフリカ変わりつつあるアフリカ
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世界におけるミレニアム開発目標（ＭＤＧｓ）達成状況世界におけるミレニアム開発目標（ＭＤＧｓ）達成状況
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UNHCRが保護・支援の対象とする難民等は、
アフリカ全体で約５０６万人（全世界の約２５％）

南部アフリカ
アンゴラでは、1975年の独立以来長期にわたって続いた内戦により、
多くの難民が周辺国に流出していたが、2002年の停戦合意の署名以
降、25万人以上の難民が帰還している。ザンビアは、アンゴラ、コ
ンゴ（民）、ルワンダ等から約16万人(2006年12月現在)の難民を庇
護しているが、アンゴラの内戦終結により、アンゴラ難民の自発的
帰還が進んでいる。

アフリカの角地域
エチオピア・エリトリア間の戦
闘再発（2000年5月）により、
エリトリアでは大量の難民及び
国内避難民が発生したが、難民
のスーダンからの帰還が進めら
れている。スーダンでは、南北
の内戦により多くの難民がケニ
ア等周辺国に流出したが、停戦
合意達成により、難民の帰還が
見込まれている。ソマリアでは
国家建設が再開されたばかりで
あるが、比較的治安の良い北部
で難民及び国内避難民の帰還が
進められている。ケニアでは、
エチオピア、ソマリア、スーダ
ン等から約23万人の難民が生活
している。

大湖地域
1990年に起きたルワンダ内戦、
1993年に起きたブルンジ内戦、
1998年に発生したコンゴ（民）
紛争によって、多くの難民・国
内避難民が発生し、現在もタン
ザニア、ウガンダ、ザンビア等
に多くの難民が滞留している。
タンザニアはアフリカ最大の難
民等の庇護国であり、コンゴ
（民）、ブルンジ、ソマリア等
からあわせて約65万人の難民を
庇護している。また、ウガンダ
は、スーダン、ルワンダ、コン
ゴ（民）から約30万人の難民を
庇護している。

ﾓﾛｯｺ

ﾁｭﾆｼﾞｱ

ﾓｰﾘｼｬｽ

ｶｰﾎｳﾞｪﾙﾃﾞ

ｴｼﾞﾌﾟﾄﾘﾋﾞｱ

ﾆｼﾞｪｰﾙ
ﾓｰﾘﾀﾆｱ

(西ｻﾊﾗ)

ﾏ ﾘ

ﾁｬﾄﾞ
ｽｰﾀﾞﾝ

ｺﾝｺﾞ(民)

ﾅﾐﾋﾞｱ

南ｱﾌﾘｶ

ﾎﾞﾂﾜﾅ

ｴﾁｵﾋﾟｱ

ｿﾏﾘｱ

ﾅｲｼﾞｪﾘｱ

ｷﾞﾆｱ

ｴﾘﾄﾘｱ

中央ｱﾌﾘｶ

ﾏﾀﾞｶﾞｽｶﾙ

ﾀﾝｻﾞﾆｱ

ｶﾞﾎﾞﾝ

ﾌﾞﾙｷﾅﾌｧｿ

ｶﾞｰﾅ

ｼﾞﾝﾊﾞﾌﾞｴ

ｶﾒﾙｰﾝﾄｰｺﾞ

ｳｶﾞﾝﾀﾞ
ｹﾆｱ

ﾓｻﾞﾝﾋﾞｰｸ

ﾚｿﾄ

ｽﾜｼﾞﾗﾝﾄﾞ

ｺﾝｺﾞ(共)

ｾﾈｶﾞﾙ

ｶﾞﾝﾋﾞｱ

ｷﾞﾆｱﾋﾞｻｳ

ｼｴﾗﾚｵﾈ

ﾘﾍﾞﾘｱ

赤道ｷﾞﾆｱ

ｱﾝｺﾞﾗ

ﾙﾜﾝﾀﾞ

ﾌﾞﾙﾝｼﾞ

ﾏﾗｳイ

ｼﾞﾌﾞﾁ

ｻﾞﾝﾋﾞｱ

ｺｰﾄｼﾞﾎﾞﾜｰﾙ

ベナン

ｺﾓﾛ

ｻﾝﾄﾒ･ﾌﾟﾘﾝｼﾍﾟ
ｾーｼｪﾙ

ｱﾙｼﾞｪﾘｱ

（注）１．難民等とは、難民、国内避難民、帰還民、(正式な身分が未審査の)庇護希望者、無国籍者、戦争被災民などを指す。
２．難民等の人数は、別途表記があるものを除き、２００６年１月１日現在の数字。

参考資料：UNHCR

難民等難民等

－１８－

西アフリカ
シエラレオネでは、内戦に
より発生した約22万人の国
内避難民が、2002年12月ま
でにほぼ全員再定住を果た
した。また周辺国に逃れた
難民については、UNHCR
によれば2004年７月の帰還
プログラム終了時点までに
約27万人が帰国した。リベ
リアにおいては、2006年１
月現在の難民数は231,100
名。同年11月には約60万人
の難民や国内避難民がそれ
ぞれのコミュニティに帰還
した。ギニアは10年以上に
わたり周辺紛争国からの難
民を庇護してきており、以
前２万８千人程度の難民を
受け入れている。

ダルフール
2003年より、スーダン政府の支援を受けたアラブ系民兵と反政府勢
力との間で内紛が激化。約200万人の難民・国内避難民が発生した
（国連の推計）。
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リベリアリベリア(UNMIL)(UNMIL)
設立：2003年9月(決議1509)

要員：14,690名
派遣国：60カ国以上

コンゴ（民）コンゴ（民）(MONUC)(MONUC)
設立：1999年11月(決議1279)

要員 18,385名
派遣国：50カ国以上

コートジボワールコートジボワール
(UNOCI)(UNOCI)

設立：2004年4月(決議1528)
要員 9,138名

派遣国：50カ国以上

西サハラ西サハラ(MINURSO)(MINURSO)
設立：1991年4月(決議690)

要員 222名
派遣国：27カ国

エチオピア・エリトリアエチオピア・エリトリア
(UNMEE)(UNMEE)

設立：2000年7月(決議1312)
要員 1,674名
派遣国：44カ国

スーダンスーダン(UNMIS)(UNMIS)
設立：2005年3月(決議1590)

要員 9,891名
派遣国：60カ国以上

PKO１７ミッション中
８ミッション８ミッションがアフリカで活動

アフリカで展開中のＰＫＯミッションアフリカで展開中のＰＫＯミッション

※’０８年１月３１日現在

ダルフール地域ダルフール地域
(UNAMID)(UNAMID)

設立：2007年7月(決議1768)
要員 約26,000名（予定）

中央アフリカ・チャド中央アフリカ・チャド
(MINURCAT)(MINURCAT)

設立：2007年9月(決議1778)
要員 約３５０名（予定）
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＜アフリカの動き＞
⇒アフリカの自助努力（オーナーシップ）の
高まり
– 近年、アフリカ連合（AU、2002年OAUか
ら発展改組）を核とする政治・経済面での
協力の強化、統合へ向けた動きが大きく
進展。

– アフリカ自身による開発計画「NEPAD（ア
フリカ開発のための新パートナーシップ）」
が具体化、実施。（2001年採択）

– 準地域機関による地域協力・統合が進展。

アフリカの「オーナーシップ」と、そアフリカの「オーナーシップ」と、そ
れを「パートナーシップ」を通じて支れを「パートナーシップ」を通じて支
えようとする国際社会のモメンタムえようとする国際社会のモメンタム
の高まりの高まり

＜国際社会の対応＞
⇒国際社会の対アフリカ支援
（パートナーシップ）の強化

– 国連において、近年、アフリカ
問題の比重が一層増加（安保
理決議の約６割はアフリカ問題、
PKO予算・人員の約７～８割が
アフリカ向け）。

– 2002年「Ｇ８アフリカ行動計画」
及び2005年グレンイーグルズ・
サミットで合意した新たな支援
策に基づくＧ８の取組み。

– ＭＤＧｓの実現に向けた国際的
な取組の強化（05年９月にミレ
ニアム宣言中間レビュー）。

20002000年以降、アフリカにおける新たな動きが浮き彫りに年以降、アフリカにおける新たな動きが浮き彫りに
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石油

バナジウム

ガリウム
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コバルト

リン鉱石

ダイヤモンド

マンガン

プラチナ

アフリカの鉱物資源埋蔵量の世界に占める割合

世界人口に占めるアフリカの
割合
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石油に関する世界に占めるアフリカの割合

アフリカの経済的潜在力
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日本

その他

アフリカ

アジア

北米

中南米

大洋州

西欧

東欧・ロシア等

中東

（ＪＥＴＲＯ「日本の国・地域別対外直接投資」（国際収支ベース、ネット、フロー）

我が国のアフリカ直接投資の現状我が国のアフリカ直接投資の現状
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）

対アフリカ直接貿易投資の中で我が国からの直接投資が占める割合
我が国からの直接貿易投資の中でアフリカ向けの直接投資が占める割合

２．５％ 1.7％

（ＪＥＴＲＯ「日本の国・地域別対外直接投資」（国際収支ベース、ネット、フロー）
（UNCTAD「World Investment Report」、ＪＥＴＲＯ「日本の国・地域別対外直接投
資」（国際収支ベース、ネット、フロー）

（２００６） （２００６）
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我が国とアフリカ諸国との貿易関係

米

27%

アフリカ域内

18%
中

16%

仏

16%

独

9%

日

7%

英

7%

中南米

4%

豪州・NZ

4%

アフリカ

2%

欧州（先進国を

除く）

2%

中東

11%

他の先進国

13%

北米

19%

アジア

45%

データ出典はいずれも、「2007, IMF, Direction of Trade Statistics」

アフリカの全貿易額の中で我が国との貿易の占める割合
（０６年）

我が国の全貿易額の中で対アフリカ貿易の占める割合
（０６年）

１１６．７８億ドル
９３．５２億ドル

我が国とアフリカ諸国との貿易額（８９～０６年）
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我が国の対アフリカ我が国の対アフリカODAODA等支援等支援

３年間で対アフリカＯＤＡ倍増３年間で対アフリカＯＤＡ倍増
…05年４月のアジア・アフリカ首脳会議に
て、03年実績を基準に３年間でアフリカ向
けODAを倍増させ、その中心を贈与
（grant）とすることを表明。

５年間で５年間で100100億ドルの億ドルのODAODA事業事業
量積み増し量積み増し（アフリカのみならず他地域も対象）（アフリカのみならず他地域も対象）

…05年グレンイーグルズ・サミットにおい
て、04年実績を基準に、05年から09年ま
での五カ年で100億ドルのODA事業量を
積み増すことを公約。

ドナー・コミュニティ全体によるドナー・コミュニティ全体による
ODAODA総額の倍増総額の倍増
…05年グレンイーグルズ・サミットにて、
2010年までにG8その他のドナーからの
ODA年間総額が250億ドル増加し、アフリ
カ向けＯＤＡが２倍以上になる旨を明記。

主要ドナーの対アフリカODA総額推移
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1067.24
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出典：ODA白書2006（支出順額ベース。東欧および卒業国向け援助を含む。）

日本の二国間日本の二国間ODAODA地域別配分地域別配分
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ﾁｭﾆｼﾞｱ

ﾓｰﾘｼｬｽ

ﾆｼﾞｪｰﾙﾏ ﾘ

ｺﾝｺﾞ(民)

南ｱﾌﾘｶ

ｴﾁｵﾋﾟｱ
ﾅｲｼﾞｪﾘｱ

ﾏﾀﾞｶﾞｽｶﾙ

ﾀﾝｻﾞﾆｱ

ﾌﾞﾙｷﾅﾌｧｿ

ｶﾞｰﾅ ｶﾒﾙｰﾝ

ｹﾆｱ

ｽﾜｼﾞﾗﾝﾄﾞ

ｾﾈｶﾞﾙ

ｱﾝｺﾞﾗ ﾏﾗｳイ
ｻﾞﾝﾋﾞｱ

ﾍﾞﾅﾝ

日本からのODA供与国上位２０か国（２００５年度）

16.10２０．南アフリカ

16.55１９．モーリシャス

17.86１８．ベナン

18.88１７．ブルキナファソ

19.27１６．カメルーン

19.70１５．マラウイ

23.20１４．マリ

23.68１３．ニジェール

25.91１２．スワジランド

26.30１１．アンゴラ

27.95１０．セネガル

34.17９．エチオピア

36.11８．タンザニア

39.61７．マダガスカル

44.22６．ガーナ

51.10５．チュニジア

60.88４．ケニア

69.16３．ナイジェリア

131.94２．ザンビア

376.26１．コンゴ民

（百万ドル）（順位）国名
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G7のODA純額の推移
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米国

日本

英国

ドイツ

フランス

イタリア

カナダ

米国
「ミレニアム挑戦会計（ＭＣＡ）」を将来的
に年額５０億ドルまで増額

英国
２００５年までにＯＤＡの対ＧＮＰ比
０．４％、２０１３年までに０．７％を実現

日本
今後５年間のＯＤＡ事業費について
２００４年実績と比較して、１００億ドルの
積み増しを目指す。達成期限は留保し
つつも、ＯＤＡの対ＧＮＰ比０．７％目標
自体は受け入れ。

フランス
２００７年までにＯＤＡの対ＧＮＰ比
０．５％、２０１２年までに０．７％を実現

ドイツ
２００６年までにＯＤＡの対ＧＮＰ比
０．３３％、２０１０年までに０．５１％、
２０１５年までに０．７％を実現

カナダ
年８％増額し、２０１０年までに倍増
（２００１年基準）

イタリア
ＥＵの共通目標に沿って、２０１０年まで
にＯＤＡの対ＧＮＰ比０．５１％、２０１５年
までに０．７％を実現

各国が掲げるＯＤＡ増額目標

日本は米、英日本は米、英
に次ぎ第３位にに次ぎ第３位に
（１９８２年以来、
２４年ぶり）

主要援助国の取組状況主要援助国の取組状況
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日アフリカ交流の現状

●在留邦人：6,069人（全海外在留邦人の0.6%）(2005.10/1現在、在外公館調査）
●邦人旅行者数：139,874人（全邦人旅行者数の0.64%)(2005年、JNTO)

●留学生数:66名（全留学生数の0.35% ）（H16年度、JASSO)
（注：留学生とは、日本国内の大学等と諸外国の大学等との学生交流に関する協定等に基づき、

教育又は研究等を目的として海外の大学等に派遣されている日本人学生を指す。）
●進出企業数：３３５社

●在アフリカ日本大使館：２４ヶ国（２００８年１月より２７ヶ国に増加）

●在日アフリカ人：10,471人（在留外国人の0.5% ）（法務省「在留外国人統計」（平成18年版））
●アフリカ人旅行者数：21,896人（全訪日外国人数の0.29% )(2006年、JNTO)

●アフリカ人留学生数:935名（全留学生数の0.79% ）（H18年5月1日現在、JASSO）
（そのうち、アフリカ人国費留学生は520人（全国費留学生の5.26% ）

●進出企業数：N/A（０又は数社）
●在日アフリカ大使館：３５ヶ国
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